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介護予防・日常生活支援総合事業への移行に係る取扱い等について（通知） 

 

 平素は，本市の障害保健福祉行政の推進に御尽力いただき，厚く御礼申し上げます。 

 平成２９年４月１日から，介護保険制度において介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」

という。）が開始されます。 

 総合事業のうち介護予防・生活支援サービス事業は，要支援者（要支援１・要支援２の方）の他，基

本チェックリスト（別紙１）の実施により総合事業対象と判定された方（以下「総合事業対象者」とい

う。）が利用することができます。 

 これまで，要介護認定の結果が非該当になった方については，介護保険制度のサービスを利用できま

せんでしたが，平成２９年４月１日以降，総合事業対象者は介護保険制度のうち総合事業のサービスを

利用することができるようになります。 

 このため，障害福祉サービスに相当するサービスが総合事業のサービスにある場合は，介護保険制度

が優先されることから，総合事業のサービスの利用が優先されることとなります。 

 つきましては，障害福祉サービスから総合事業への移行に係る取扱い等について下記のとおり通知し

ますので，よろしくお願い申し上げます。 

 

 ※ 京都市総合事業の実施内容については京都市情報館の「総合事業（介護予防・日常生活支援総合事業）」

のページを御覧ください。http://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/0000212672.html 

 

記 

 

１ 総合事業のサービスが優先される障害福祉サービスについて 

  居宅介護，生活介護（施設入所支援又は共同生活援助との併給を除く。）及び自立訓練（機能訓練）

については，総合事業のサービスに相当するサービスがあるため，総合事業を優先して利用すること

となります。ただし，居宅介護については，介護保険への上乗せ基準（別紙２）に該当するものは，

総合事業対象者である場合も引き続き上乗せ基準対象のサービスを利用することができます。また，

生活介護（施設入所支援又は共同生活援助との併給を除く。）及び自立訓練（機能訓練）（以下「生活

介護等」という。）については，心身の状況やサービス利用を必要とする理由は多様であることから，

申請者の意向等を把握したうえで，必要としている支援の内容が総合事業のサービスでは受けられな

いと認められる場合は，引き続き生活介護等を利用することができます。 

http://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/0000212672.html


  なお，総合事業の対象者は第１号被保険者であり，第２号被保険者は対象外のため，第２号被保険

者が要介護認定の申請を行い非該当となった場合は，基本チェックリストを実施せず，障害福祉サー

ビスを利用することとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 障害福祉サービスから総合事業への移行の検討等について 

  平成２９年４月１日以降に，要介護認定が非該当の６５歳以上（※）の方が障害福祉サービスの利

用を希望する場合で，利用を希望するサービスが総合事業のサービスにあると認められる場合は，

区・支所の介護保険担当の窓口又は地域包括支援センターにおいて，基本チェックリストの実施が必

要となります。このうち，現在，要介護認定の結果が非該当となって居宅介護や生活介護等を利用し

ている方については，原則，平成２９年４月１日以降の現在利用している障害福祉サービスの支給決

定の更新時期に総合事業への移行を検討することとなります。 

  また，平成２９年４月１日以降に，要介護認定が未申請の６５歳以上（※）の方が障害福祉サービ

スの利用を希望する場合で，利用を希望するサービスが介護保険のサービス及び総合事業のサービス

にあると認められる場合は，区・支所の介護保険担当の窓口又は地域包括支援センターにおいて，要

介護認定の申請又は基本チェックリストの実施が必要となります。要介護認定の結果が非該当となっ

た場合は，原則，基本チェックリストも実施することとなります。 

 

 ※ ６５歳到達による第１号被保険者資格取得日より前（６０日以内）に要介護認定を申請した方を含む 

 

３ 総合事業のサービスと障害福祉サービスを併給する方のサービス等利用計画案の取扱いについて 

  介護保険制度で居宅サービス計画又は介護予防サービス計画の作成対象者となる場合は，原則（※）

サービス等利用計画案の作成は不要ですが，介護保険制度のうち総合事業のサービスのみを利用し，

障害福祉サービスを併給する方は，介護予防ケアマネジメントと併せてサービス等利用計画案の作成

が必要です。 

  なお，総合事業のサービス及び介護予防給付を利用する場合は，介護予防サービス計画の作成対象

者となるため，原則（※），サービス等利用計画案の作成は不要です。 

 

 ※ 障害福祉サービス固有のものと認められる行動援護，同行援護，自立訓練（生活訓練），就労移行支援，

就労継続支援等の利用を希望する場合であって，市町村がサービス等利用計画案の作成が必要と認める

場合に求めるものとされています。 

【障害福祉サービス】 

 同行援護         【介護保険制度が優先される 

 行動援護                  サービス】 

 介護保険適用除外施設    居宅介護 

 共同生活援助        訪問入浴サービス 

 自立訓練（生活訓練）    生活介護 

 就労移行支援        自立訓練（機能訓練） 

 就労継続支援  など    短期入所 

（下線部）総合事業のサービス（介護予防・生活支援サービス事業の「訪問型

サービス」・「通所型サービス」）が優先されるサービス 

                 【介護保険制度のサービス】 

                 特別養護老人ホーム 

                 老人保健施設 

                 療養病床（介護型） 

                 ケアハウス 

                 認知症型共同生活介護 

                 訪問看護      など 





（別紙２） 

 

 

類型 種別 要件 対象サービス 

身体

障害 

全 身 性 

障 害 

以下のいずれにも該当 

①身体障害者手帳において機能障害の等級が

全身性又はこれに準ずるもの 

②要介護度５又はこれに準ずるものであり，支

給単位数を限度額まで利用しているもの 

身体介護，家事援助，

通院等介助（身体介護

を伴う）又は重度訪問

介護（居宅内介護） 

内部障害 以下のいずれにも該当 

①身体障害者手帳において，内部障害の等級が

１，２級又はこれに準ずるもの 

②介護保険の支給単位数を限度額まで利用し

ているもの（要介護度は問わない） 

通院等の支援の観点か

ら，基本的に通院等介

助又は通院等乗降介助

（※１） 

視覚，聴覚障害 身体障害者手帳において，視覚又は聴覚障害の

等級が１，２級又はこれに準ずるもの 

コミュニケーション支

援の観点から，基本的

に家事援助（※１，２） 知的

障害 

療育手帳の程度が，Ａ判定又はこれに準ずるもの 

精神

障害 

精神障害者保健福祉手帳の等級が１級又はこれに準ずるもの  

難病 

患者

等 

要介護度５又はこれに準ずるものであり，支給単位数を限度額ま

で利用しているもの 

身体介護，家事援助，

通院等介助（身体介護

を伴う）又は重度訪問

介護（居宅内介護） 

（※１）障害特有の必要性が認められる場合には，基本的な対象サービス以外のサービスも支給決定できる。 

（※２）精神障害者への共同実践については，介護保険制度に同種のサービスがあるため，基本的には介護保険

制度のサービスが優先される。 

 

 


